
夢見ヶ崎動物公園再整備計画等策定支援業務委託 

仕様書

１ 適用範囲

    本仕様書は、「夢見ヶ崎動物公園再整備計画等策定支援業務委託」（以下「本委

託」という。）に適用する。 

２ 業務目的

昭和 25 年に加瀬山の豊かな緑を活かして開設した「夢見ヶ崎公園」では、本市

が政令指定都市になった昭和 47 年に動物の飼育・展示を開始し、「夢見ヶ崎動物公

園」（以下、「動物公園」という。）と通称を改めた。その後、平成 30年３月に策定

した「夢見ヶ崎動物公園基本計画」（以下、「基本計画」という。）に基づき、魅力

と賑わいづくりに資する取組を進めており、子どもから高齢者まで幅広い世代が楽

しめる市内唯一の動物公園として、現在も市民や地域に愛され続けている。 

しかしながら、基本計画策定後、新型コロナウイルス感染拡大に伴う社会変容や

脱炭素社会の実現に向けた取組、民間事業者等による多様な利活用ニーズの高まり

など、社会環境に大きな変化が見られた。それらを踏まえ、基本計画に示した取組

の具体化に向けて、令和４年８月に「夢見ヶ崎動物公園再整備の基本的な考え方」

を整理した。 

    今後は、動物公園の再整備に向け、基本計画が掲げた将来像やコンセプトを基

に、新たなニーズ等を加えた具体的な施設整備や、持続的な動物公園の運営の仕組

み、さらには動物福祉の視点に基づく動物公園のコレクションプランなどを含めた

「夢見ヶ崎動物公園再整備計画」（以下、「再整備計画」という。）として取りまと

める必要がある。本業務では令和７年度の再整備計画の策定に向けた支援を行うこ

とを目的とする。 

３ 履行期間 

   契約日から令和６年３月 15 日までとする。 

４ 業務対象範囲 

   夢見ヶ崎動物公園（川崎市幸区南加瀬１丁目２－１） 

５ 業務内容

基本計画の将来像や基本コンセプト等に基づいた施設整備及び管理運営の取組を

再整備計画に位置づける。来園者のニーズを把握し、かつ動物福祉の視点に基づく

動物種のあり方を整理したうえで、施設ゾーニングや整備手法を検討する。先行整

備を行う施設や指定管理者制度の導入など、動物公園を取り巻くスケジュールに適

合した再整備計画の骨子を作成する。また、民間活力を導入した持続可能な動物公



園の運営手法を明確にし、民間事業者への公募条件を整理する。 

（１）与条件の整理

現地調査、過去資料、市の関連計画及び社会的な潮流を踏まえ、飼育動物を含め

た公園を取り巻く要素の諸元と課題を整理する。

（２）アンケート調査の実施 

来園者ニーズを把握するためのアンケートの設問、効率的に回答を得るための工

夫や実施方法等を検討し、公園で開催する動物園まつり等のイベント時、通常時休

日、通常時平日においてアンケート調査を実施する（各 1日、計 3日）。アンケー

ト回答者へのお礼品としてノベルティグッズを 1,500 個用意する。加えて、得られ

たアンケート結果を解析する。 

ノベルティグッズの１個当たりの単価は 250 円（消費税額及び地方消費税額を含

まず）を標準とする。 

（３）庁内検討会議の運営補助 

庁内検討会議に向けた資料作成、会議録の作成を行う。庁内検討会議は４回実施

し、その各回において運営補助を行う。なお、発注者の指定するスケジュールに基

づき資料を完成させるために、発注者と随時協議を行いながら資料の骨子作成・補

足・修正等の作業を遅滞なく実施するものとする。

（４）コレクションプランの整理 

  動物公園の立地、施設規模等に加え、市の政策や動物公園を取り巻く社会変容、

さらには動物福祉の視点を重視したコレクションプランについて、動物公園職員、

サポーター、有識者等動物公園関係者の意見を踏まえながら検討・整理し、動物公

園において飼育を継続する種・断念する種を決定するための方針とする。

（５）施設配置の検討

先行整備に伴う機能変更や来園者ニーズ等に基づき園内施設のゾーニング計画を

見直す。コレクションプランの検討と連動し、動物種数・点数の推移を踏まえた施

設配置の工程を立てたうえで、他都市・他園の事例や民間事業者の意見等も参考に

しながら、動物展示施設を含めた公園施設の配置・構造・設備等の検討を行う。動

物に関する施設の検討は動物福祉の視点に基づくものとし、この施設には動物保護

や給餌等を行っているバックヤードも含む。 

（６）持続可能な動物公園の運営手法の検討 

動物公園の動物展示機能を今後も継続していくために必要な管理運営の視点を整

理する。そのうえで、過年度及び当年度に得られた民間事業者からの提案・意見を

整理し、動物公園の経営の視点も踏まえた民間活力の導入手法、民間事業者の公募



条件等を検討する。

（７）概算費用の算出とスケジュールの設定 

施設配置・整備等を実現するための費用（詳細設計費、工事費、動物の引っ越し

費用等）を各種根拠に基づき算出するとともに、実現するためのスケジュール例を

設定する。 

（８）夢見ヶ崎動物公園再整備計画の骨子作成 

上記の検証から、再整備の具体的な考え方と民間活力の導入における課題等を整

理した再整備計画の骨子を作成する。 

（９）成果品のとりまとめ 

    （１）から（８）の業務について報告書としてとりまとめる。 

（10）打合せ協議 

打合せ協議は、業務開始時、中間時３回、完了時の計５回程度とする。 

６ 成果品

 下記成果品を納入する。 

・報告書（Ａ４版、ファイル綴じ） １部

・報告書電子データ １式（正・副の２部） 

※Microsoft Word、Microsoft Excel、Microsoft PowerPoint など編集可能ないずれ

かのファイル形式及び PDF 形式で CD－R または DVD－R 等の媒体で提出するものと

する。 

    電子データは「川崎市電子納品要領」により作成し、正・副の２部提出する。ただ

し、川崎市電子納品要領に従い納品されたデータの内容を確認するため、電子納品さ

れたデータを印刷し報告書として提出すること。  

また、受託者は業務の完了後であっても、内容に誤りが発見された場合、本市の

請求により直ちに成果品の修正を行わなければならない。 

７ その他 

（１）利用者の個人情報は、川崎市個人情報保護条例（昭和６０年川崎市条例第２６号）等

の法令の規定を遵守し、適正に管理すること。 

（２）本業務において得られた情報は、委託者に帰属するものとし、受託者は知り得た情報

の一切に対して守秘義務を負うものとする。 

（３）本業務の成果については、委託者に帰属するものとする。 

（４）本仕様書に記載のない事項、その他疑義が生じた事項については、委託者及び受託

者双方の協議の上、決定する。 



個人情報の取扱いに関する情報セキュリティ特記事項 

（趣旨） 

第１条 この特記事項は、個人情報の取扱いを伴う事務事業の委託に

ついて、必要な事項を定めるものである。 

（基本事項）  

第２条  発注者との間でこの契約を締結し、受注者は、業務の履行に

当たり情報セキュリティの重要性を認識し、情報資産の漏えい、紛

失、盗難、改ざんその他事故等から保護するため、必要な措置を講

じなければならない。  

（情報セキュリティ関連規程の遵守）  

第３条  受注者は、この契約による業務に関する情報資産の取扱いに

ついては、情報セキュリティに関する法令のほか、川崎市個人情報

保護条例（昭和 60 年川崎市条例第 26 号。以下「個人情報保護条例」

という。）、川崎市情報セキュリティ基準、関連する実施手順など、

発注者が定める条例、規程その他の関連規程を遵守しなければなら

ない。  

（個人情報の適正な維持管理）  

第４条  受注者は、この契約の履行に当たり個人情報保護条例に規定

する個人情報（以下「個人情報」という。）を取り扱う場合は、個人

情報の保護を図るため、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損そ

の他の事故等を防止するための必要な措置を講ずることにより、個

人情報について適正な維持管理を行わなければならない。  

２  受注者は、この契約の履行に必要な業務に従事させる者に対して、

業務が適切に履行されるよう、必要な監督を行わなければならない。

また、個人情報保護条例にある罰則規定を周知しなければならない。  

（秘密保持及び第三者への提供の禁止）  

第５条  受注者は、この契約の履行に当たり知り得た秘密及び個人情

報を第三者に開示し、又は漏えいしてはならず、並びにあらかじめ

発注者が書面により承諾した内容を除いて、この契約の履行により

知り得た情報を第三者に提供してはならない。この契約が終了し、

又は解除された後においても、また、同様とする。  

２  受注者は、前項の義務を遵守するために必要な措置として、この

契約の履行に必要な業務に従事させる者に対して、川崎市情報セキ

ュリティ基準第２章９（１）オの定めに従い、秘密保持等に関する

誓約書を提出させなければならない。  

３  発注者は、第１項の規定に違反するおそれがある場合は、受注者

に対し関係資料の提出を求め、又は発注者の職員をして履行場所等

に立ち入らせ、文書その他の資料を調査させ、若しくは関係者に質

問させることについて協力を求めることができる。 



（再委託の禁止）  

第６条  受注者は、この契約による業務の全部を一括して、又は主要

な部分を第三者に委託してはならない。ただし、業務の一部（主要

な部分を除く。）であって、発注者に事前に書面により申請し、発注

者の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。  

２  受注者は、前項ただし書により発注者に申請する書面には、再委

託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先

において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保

する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法等を記載しな

ければならない。  

３  受注者は、第１項ただし書により委託する場合は、受託者の当該

事務に関する行為について、発注者に対して全ての責任を負うもの

とする。 

（指示目的外の利用の禁止）  

第７条  受注者は、この契約の履行に必要な業務に関する情報をその

他の用途に使用してはならない。  

（情報の複写及び複製の禁止）  

第８条  受注者は、この契約の履行に当たり、発注者の指示又は承諾

があるときを除き、受託業務に関する情報を複写し、又は複製をし

てはならない。  

（情報の帰属権）  

第９条  業務に関する情報が記録された記録媒体等の内容をなす一切

の情報は、当該業務の処理のため発注者が提供した発注者の情報で

あって、受注者はその内容を侵す一切の行為をしてはならない。  

２  発注者及び受注者は、この契約に関わる全ての情報の記録等、当

該受託業務完成に必要なものが、発注者の所有物であることを確認

する。ただし、受注者が所有するソフトウェア及び著作権、特許権

その他の権利でこの契約の履行のために適用したものについてはこ

の限りではない。 

３  受注者は、この契約の履行による成果物の全てについて、第三者

の著作権、特許権その他の権利を侵してはならない。  

（情報資産の保護）  

第１０条  受注者は、受託業務に関する情報資産を発注者の指定した

場所以外には、搬出できないものとする。  

（情報資産の受渡し）  

第１１条  この契約による業務に関する情報資産の提供、返却又は廃

棄については、受渡票等で確認し、行うものとする。  

  （情報資産の授受及び搬送）  

第１２条  この契約で履行する業務に関する情報資産の授受及び搬送

は、発注者の管理責任者が指定する職員と、受注者の管理責任者と



の間で行う。  

２  業務に関する情報資産の授受及び搬送を受注者が行う場合は、そ

の費用は受注者の負担とし、受注者の責任において行うものとする。  

（厳重な保管及び搬送）  

第１３条 受注者は、この契約による業務に関する情報資産の漏えい、

改ざん、滅失、き損その他の事故等を防止するために、情報資産の

厳重な保管及び搬送に努めなければならない。  

（情報資産の返還又は廃棄）  

第１４条  受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときには、

この契約による業務に関する情報資産を速やかに発注者に返還し、

又は発注者の指示に従い、情報を復元できないよう措置を講じ、安

全適切に廃棄しなければならない。  

（入退室管理事項）  

第１５条  受注者は、発注者の情報セキュリティ管理エリアに入室し

て業務を行う場合には、発注者の定める入退出に関する規定を遵守

しなければならない。  

２  発注者の情報セキュリティ管理エリアには、情報機器及び外部媒

体の持込み並びに持ち出しを禁止する。ただし、発注者に事前に書

面により申請し、発注者が許可した場合はこの限りではない。  

（身分証明書の携帯等）  

第１６条  この契約による業務に従事する受注者の従業員は、その業

務を行うに当たり、受託会社の商号及び自己の氏名が記載され、並

びに顔写真が付いた身分を示す証明書を携帯し、関係人から請求が

あったときには、これを提示しなければならない。  

（事故発生時の報告義務）  

第１７条 受注者は、この契約による業務に関する情報資産の漏えい、

紛失、盗難、改ざんその他事故等が生じ、又は生じた可能性がある

ことを知ったときには、速やかに発注者に報告し、その指示に従わ

なければならない。この契約が終了し、又は解除された後において

も、また、同様とする。  

２  この場合、受注者は、その事故発生の理由にかかわらず、速やか

にその状況、処置対策等を書面により発注者に報告しなければなら

ない。  

（業務の報告又は検査等）  

第１８条  発注者は、必要があるときは、いつでも受注者の業務の処

理状況について報告を求め、又は個人情報の取扱いについて必要な

措置が講じられているかどうか確認するため、受注者及び再委託先

に対して検査等を行うことができる。 

（教育の実施）  

第１９条  受注者は、従業員に対し、この契約による業務に関する情



報資産を取り扱う場合に遵守すべき事項その他この契約の適切な履

行のために必要な事項に関する研修等の教育を実施しなければなら

ない。 

（契約の解除）  

第２０条  発注者は、受注者がこの特記事項に定める義務を果たさな

い場合には、契約による業務の全部又は一部を解除することができ

るものとする。  

２  受注者は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場

合においても、発注者にその損害の賠償を求めることはできない。 

３  第１項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は発注者

に帰属する。契約保証金の納付がない場合は、受注者は、委託契約

金の 10 分の１に相当する額を損害賠償金として発注者に支払わなけ

ればならない。 

（損害賠償） 

第２１条  受注者の故意又は過失を問わず、受注者が本特記事項に定

める義務に違反し、又は怠ったことにより、個人情報の漏えい等の

事故が発生し、発注者に対する損害を発生させた場合は、受注者は、

発注者に対して、その損害を賠償しなければならない。 

２  前項の損害賠償金は、契約金、契約保証金その他受注者に支払う

べき債務と相殺することができる。 

３  第１項の損害賠償の額は、前条第１項により契約を解除する場合

には、同条第３項により発注者に帰属する契約保証金又は受注者が

発注者に支払う損害賠償金の額を超過した額とする。 

（違反事実の公表）  

第２２条  受注者がこの特記事項に違反した場合、発注者は受注者の

名称及び違反事項を公表することができる。  

（その他）  

第２３条  受注者は、この特記事項に定めるもののほか、情報資産の

適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 


